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 研究目的 
再エネ熱大量導入および地域活性化の実現に向けて、

地方における再エネ熱の面的利用および大量導入を実現
するための導入支援技術の一環として事業化支援技術開
発(再エネ熱面的利用の事業モデル構築とガイドライン
作成)に取り組む。なお、再エネ熱利用のなかでも地中熱
に関しては、地質・地下水環境や利用形態(例えば、クロ
ーズドループ式地中熱ヒートポンプシステム：CL式やオ
ープンループ式地中熱ヒートポンプシステム：OL式等)
が様々であり、適切な利用形態を科学的エビデンスに基
づき自治体関係者や都市計画策定者等の再エネ熱面的利
用のステークホルダーが容易に判断する技術が存在しな
い。そこで、本研究開発では再エネ熱面的利用の事業化
支援技術開発の前段として地中熱利用システムの導入支
援技術の開発も実施する。 
 

 方法 
地中熱利用システムの導入支援技術の開発では「①CL

式：ポテンシャル評価手法の高度化」および「②OL式：
水質を考慮したシステム最適化技術の開発」を実施する。
②の実施事項は、１）地下水質を考慮したOL式導入判断
支援技術の開発、２）OL式長期運用コスト評価に資する
室内透水カラム実験の実施の2項目から構成される。 

地方版再エネ熱面的利用の事業化支援技術の開発では、
③再エネ熱面的利用の事業モデル構築とガイドライン作
成を実施する 
 

 結果 
当センターは②OL式：水質を考慮したシステム最適化

技術の開発を主に担当し、本年度は測定項目の検討、行
政事業と連携しての採水分析の計画を立てた。また、OL
導入支援に役立つ決定木について文献調査をもとに初期
モデルを作成した。 
 

 


